三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金交付要領
（趣旨）

第１条　知事は、障害福祉サービス事業所における喀痰吸引等の実施ができる職員の定着支援を図ることを目的に、不特定者に対する喀痰吸引等研修（第１号研修及び第２号研修。以下「１号２号研修」という。）を受講する際の受講料に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関しては、三重県補助金等交付規則（昭和37年三重県規則第34号。以下「交付規則」という。）及び子ども・福祉部関係補助金等交付要綱（平成30年三重県告示第240号。以下「要綱」という。）に規定するもののほか、この交付要領に定めるところによる。

（補助金の交付の対象）
第２条　補助金の対象経費は、障害福祉サービス事業所で勤務する職員が１号２号研修を研修機関等で受講する際に、研修機関等に支払う受講料とする。
	補助対象経費
	基準額
	補助率

	障害福祉サービス事業所で勤務する職員が当事業実施年度内において１号２号研修の基本研修と実地研修の両方又は実地研修のみを研修機関等で受講する際に、研修機関等に支払う受講料（テキスト代（任意購入のものは含まない）及び保険代を含む。）とする。
ただし、全課程受講者（基礎研修と実地研修の両方の受講者）として当事業に基づく補助金の交付を過去に受けたことがあるものの、基礎研修のみを修了し実地研修を修了しなかった者が、改めて実地研修のみを受講する際の受講料については補助対象外とする。
また、他制度により１号２号研修の受講に係る補助金等の交付を受けている場合は補助の対象としない。
	知事が必要と認めた額。なお、基準額の上限は70,000円とする。
	事業に要する経費の

２分の１以内。


（補助金の交付額の算定方法）

第３条　この補助金の交付額は補助対象費用（上限は70,000円）の２分の１以内を交付額とする。ただし、交付額は予算の範囲内において決定するものとし、千円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。
（補助金の交付申請）

第４条　この補助金の交付を受けようとする者は、補助金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、別に定める期日までに知事に提出するものとする。
（１）令和　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金　所要額調書（別紙様式１－１）
（２）令和　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金　事業計画書（別紙様式１－２）
（３）役員等に関する事項（別紙２）
（４）その他参考となる資料
（補助金の着手時期）

第５条　事業の着手時期は、原則として交付決定のあった日以降でなければならない。

　　ただし、事業の性格上又はやむを得ない理由があると知事が特に認めた場合はこの限りではない。

２　前項のただし書きにより補助金を受けようとする場合は、第４条の規定により提出する交付申請書に、事前着手理由書（別紙１）を添付するものとする。
（補助金の交付決定）

第６条　知事は、補助金の交付申請があった場合において、申請書類を審査し補助金を交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交付決定を行うものとする。

２　前項の規定による補助金の交付決定は、交付決定通知書（第２号様式）により行うものとする。
（交付の条件）
第７条　この補助金の交付決定には、次の条件が付されるものとする。

（１）この補助金の交付決定後、事情の変更により申請の内容を変更（補助金額に変更がなく、事業目的の達成に支障がない軽微な変更を除く）しようとする場合は、変更承認申請書（第３号様式）に関係書類を添えて、知事に提出し、その承認を受けなければならない。

（２）知事は、前項による申請があったときは、内容を審査し、適正と認める場合は、事業変更承認及び補助金の交付決定の変更を行い、変更交付決定通知書（第４号様式）により通知するものとする。

（３）事業の中止又は廃止を行おうとする場合は、中止・廃止承認申請書(第５号様式)を知事に提出し、その承認を受けなければならない。
（４）補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合を含む。）には、第１０号様式により速やかに知事に報告しなければならない。

なお、知事は報告があった場合には、当該仕入控除税額の全額又は一部を三重県に納付させることがある。

（５）事業所の役員が、三重県の交付する補助金等からの暴力団等排除措置要綱（以下「暴力団排除要綱」という。）別表に掲げる一に該当しないこと。

（６）補助事業の遂行にあたり暴力団排除要綱第８条第１項に定める不当介入を受けたときは、警察に通報を行うとともに捜査上必要な協力を行うこと及び知事に報告すること。
（申請の取下げの期日）

第８条　交付規則第７条第１項の規定による申請の取下げをすることができる期日は、第６条の規定による決定の通知を受けた日から起算して15日を経過した日とする。
（状況報告）

第９条　補助事業者は、補助事業の遂行状況の報告や関係資料の提出を行わなければならない。

２　基本研修と実地研修の両方を受講する全課程受講者に係る交付規則第10条の規定による状況報告書は、第６号様式に関係書類を添えて４月から９月の事業実施状況を10月末までに知事に報告しなければならない。

３　実地研修のみを受講する基本研修免除者に係る交付規則第10条の規定による状況報告書は、第６号様式に関係書類を添えて10月から１月の事業実施状況を２月末までに知事に報告しなければならない。
（事業実績報告）
第10条　交付決定を受けた事業所は、事業が完了したとき（事業の中止又は廃止の承認を含む。）は、事業が完了した日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）から起算して30日を経過した日、又はこの補助金の交付の決定に係る県の会計年度の翌年度の４月20日のいずれか早い日までに、補助金実績報告書（第７号様式）に次の書類を添えて、知事に報告しなければならない。
（１）令和　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金　所要額精算書（別紙様式２－１）
（２）令和　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金　事業報告書（別紙様式２－２）
（３）研修機関等に支払った受講料の領収書の写し
（４）基本研修と実地研修の両方を受講する全課程受講者の場合は、受講対象者が基本研修部分を修了したことがわかる資料の写し
（５）実地研修のみを受講する基本研修免除者の場合は、受講対象者が実地研修を修了したことがわかる資料の写し
（６）その他参考となる資料
（事業完了の考え方）

第11条　当事業における事業の完了は、基本研修と実地研修の両方を受講する全課程受講者の場合は該当する職員の１号２号研修の基本研修の修了とし、実地研修のみを受講する基本研修免除者の場合は該当する職員の１号２号研修の実地研修の修了とする。
２　基本研修と実地研修の両方を受講する全課程受講者が年度内に１号２号研修の基本研修部分の修了ができない見込みとなった場合、又は実地研修のみを受講する基本研修免除者が年度内に１号２号研修の実地研修の修了ができない見込みとなった場合は、補助決定を受けた者は、中止・廃止承認申請書（第５号様式）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。
（補助金の額の確定）

第12条　知事は、前条の規定による報告を受けた場合は、書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付けた条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定するものとする。
２　前項の規定により補助金の額を確定した場合は、知事は、補助金の額の確定通知書（第８号様式）により通知するものとする。

（補助金の交付）
第13条　補助金の支払いは、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後にこれを行うものとし、事業所は、請求書（第９号様式）を知事に提出する。
（補助金の交付決定の取消）
第14条　知事は、補助金の交付決定者（以下、「交付決定者」という。）が第７条及び第11条の規定に基づき中止・廃止承認申請があったときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。

　　また、知事は、交付決定者が第11条第２項の状況にあるにもかかわらず中止・廃止承認申請書（第５号様式）を提出しない場合は、職権で補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。

（補助金の返還）
第15条　知事は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消した場合において、補助事業の当該取消に係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命じるものとする。

２　知事は、事業所に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命じるものとする。
附　則
１　この要領は、平成28年４月１日から施行する。
２　この要領は、平成29年４月１日から施行する。

３　この要領は、平成30年４月１日から施行する。
４　この要領は、令和元年５月１日から施行する。
５　この要領は、令和３年３月12日から施行する。
６　この要領は、令和５年７月３日から施行する。

　

第１号様式
令和　　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金交付申請書

令和　　年　　月　　日

　三重県知事　　宛て
　　　　　　　　　　　　法人の所在地

　　　　　　　　　　　　法人名

　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和　　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金として下記の額を交付されるよう三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金交付要領第４条の規定により、関係書類を添えて申請します。

記

　補助金交付申請額　　　　　金　　　　　　  　　　　　　　円

　（添付書類）

１　令和　　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金　所要額調書（別紙様式１－１）

２　令和　　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金　事業計画書（別紙様式１－２）

３　役員等に関する事項（別紙２）
４　その他参考となる資料

	事務担当

氏名（フルネーム）
ＴＥＬ

メール


（別紙１）

　　　　　　　　　　　　　　　　事前着手理由書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名　　　　　　　　　　　　

　　１．補助事業名

　　２．事前着手（予定）日（事業実施年度の４月１日以降で交付決定までの日）

　　３．事前着手する必要がある理由

（別紙２）
役　　員　　名　　簿
　　　　法人名　　　　　　　　　　　　　　　
	職　　名
	（よ　み　が　な）
氏　　　　　　名
	生　　年　　月　　日
	性別
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第２号様式

三重県指令　　第　　　　　　　号

指令先　　　　　　　　　　　　様
　令和　　年　　月　　日付けで交付申請のありました令和　　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金については、三重県補助金等交付規則第４条の規定により、金　　　　　円を次の条件を付して交付します。
　令和　　年　　月　　日

三重県知事　

１　事業を中止し、又は廃止（一部の中止又は廃止を含む。）する場合には、知事の承認を受けなければならない。

２　事業にかかる予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成し、これを事業完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。

第３号様式
令和　　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金変更承認申請書

令和　　年　　月　　日

　三重県知事　　宛て
　　　　　　　　　　　　法人の所在地

　　　　　　　　　　　　法人名

　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         

令和　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で補助金の交付決定通知のあった令和　　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金に係る事業計画を下記のとおり変更したいので、承認されるよう、三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金交付要領第７条の規定により、関係書類を添えて申請します。

記

　変更交付申請額　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　円
　（既交付決定額　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　円）

　（変更後の補助金額　 　　　 　　金　　　　　　　　　　　　　　円）

　（添付書類）

１　令和　　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金　所要額調書（別紙様式１－１）

２　令和　　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金　事業計画書（別紙様式１－２）

３　その他参考となる資料

	事務担当

氏名（フルネーム）

ＴＥＬ

メール


第４号様式

三重県指令　　第     号

指令先　　　　　　　　　　様

　令和　　年　　月　　日付けで申請のありました令和　　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金変更承認申請については、申請のとおりこれを承認し、三重県補助金等交付規則第４条の規定により、令和　　年　　月　　日付け三重県指令　　第　　号による決定の一部を次のとおり変更し、交付を決定します。

令和　　年　　月　　日

三重県知事　

１　補助事業費に要する経費及び補助金の額は次のとおりです。

ただし、補助事業の内容が変更された場合における補助事業に要する経費及び補助金の額については、別に通知するところによるものとします。

既交付決定額　　　　　　　　　　金  　　　　　  円

今回変更額　　　　　　　　　　金　　　　　　  円

変更後交付決定額　　　　　　　　  　金  　　　　 　 円

第５号様式

令和　　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金中止・廃止承認申請書

令和　　年　　月　　日

　　三重県知事　宛て
　　　　　　　　　　　　法人の所在地

　　　　　　　　　　　　法人名

　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和　　年　　月　　日付三重県指令　　第　号で補助金の交付決定を受けました令和　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金について、下記のとおり事業を（中止・廃止）したいので承認されるよう申請します。

記

１　中止（廃止）年月日

　　令和　　　年　　　月　　　日

２　中止（廃止）の理由

	事務担当

氏名（フルネーム）

ＴＥＬ

メール


第６号様式

令和　　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金状況報告書

令和　　年　　月　　日

　　三重県知事　宛て
　　　　　　　　　　　　法人の所在地

　　　　　　　　　　　　法人名

　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和　　年　　月　　日付け三重県指令　　第　　　号で補助金の交付決定通知のあった令和　　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金について、三重県補助金等交付規則第10条の規定により、その状況を関係書類を添えて報告します。

関係書類

　１．令和　　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金　事業実施状況（第６様式の２）

　２．その他参考となる書類

	事務担当

氏名（フルネーム）

ＴＥＬ

メール


第６号様式の２

令和　　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金　事業実施状況

１．事業実施状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名　　　　　　　　　　

（１）喀痰吸引等研修

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	受講予定者氏名
	受講予定研修機関
	予定研修期間
	受講料（円）
	うち支出済額（円）
	備　　　考

	１号・２号
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※喀痰吸引等研修の受講の継続を危うくするような課題がある場合は、備考欄に記載してください。

第７号様式
令和　　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金実績報告書

令和　　年　　月　　日

　三重県知事　　宛て
　　　　　　　　　　　　法人の所在地

　　　　　　　　　　　　法人名

　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　令和　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で補助金の交付決定通知のあった令和　　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金に係る事業実績について、三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金交付要領第10条の規定により、関係書類を添えて報告します。

　（添付書類）

１　令和　　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金　所要額精算書（別紙様式２－１）

２　令和　　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金　事業報告書（別紙様式２－２）

３　研修機関等に支払った受講料の領収書の写し

４　基本研修と実地研修の両方を受講する全課程受講者の場合は、受講対象者が基本研修部分を修了したことがわかる資料の写し
５　実地研修のみを受講する基本研修免除者の場合は、受講対象者が実地研修を修了したことがわかる資料の写し
６　その他参考となる資料
	事務担当

氏名（フルネーム）
ＴＥＬ

メール


第８号様式

三重県指令　　　第　　　　　号

                     　　　　　　　　　指令先　　　　　　　　　様
　令和　　年　　月　　日付け三重県指令　　第　　　　号で交付決定しました令和　　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金については、三重県補助金等交付規則（昭和37年三重県規則34号）第13条の規定により、交付金額を金　　　　　　　円に確定しましたので通知します。

　　　　令和　　年　　月　　日


　　　　　　　　　　　　　　　三重県知事　　　

第９号様式

請　求　書

金　　　　　　　　　円

　

ただし、令和　　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金として、上記金額を請求します。

　令和　　年　　月　　日

法人の所在地
法人名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　

三重県知事　宛て
	 振込口座

金融機関名：

支店名　　：     

種　別　　：

口座番号　：

口座名義人：




第１０号様式

令和　　年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書

                                               令和　　年　　月　　日
　三重県知事　　宛て

　　　　　　　　　　　　法人の所在地

　　　　　　　　　　　　法人名

　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和　　年　　月　　日付け三重県指令　　第　　　　号で交付決定を受けました令和  　年度三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金について、三重県喀痰吸引等実施介護人材確保事業補助金交付要領第７条の規定により、下記のとおり報告します。

記

１  補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第１５条に基づく額の確定額または事業実績報告額

金                     円

２  消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助金返還相当額）

金                     円

  注：別添参考となる書類（２の金額の精算の内訳等）
	事務担当

氏名（フルネーム）

ＴＥＬ

メール


発行者および担当者（フルネーム）


・発行責任者：　　　　　　　　　　　（連絡先　　　－　　　－　　　　）


・担　当　者：　　　　　　　　　　　（連絡先　　　－　　　－　　　　）
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